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重点的研究領域
１）社会科学　２）情報学　３）情報科学　４）情報ネットワーク

１　当該研究組織の特徴等（当該研究組織の卓越性，発展性及び当該研究組織で共同プロジェクトを実施することの意義を含め記載すること。）

　明治大学社会科学研究所は，本学の法学部，政治経済学部，商学部の３学部にまたがり，主として社会科学系の研究を専攻する研究者によって構成される明治大学内の横断的研究組織である。当研究所は，学外及び学外の研究者との共同研究を含め，数多くの研究実績を有し，また，これまでなされてきた諸研究を更に深め広める研究を推進することと併せ，情報化ないしネットワーク化を含む近時の社会経済環境の急激な変化に対応すべく，社会科学系の新たなタイプの各種研究への助成ないし奨励を積極的に実施し，その研究成果を公表し，あるいは，公開講座等を開催するなど，広く学問研究の成果を社会一般に還元して国民の福利に寄与すべく，諸活動を展開してきた。
　今般，明治大学駿河台地区に新築なった明治大学創立120周年記念館「リバティタワー」の先進的な情報コミュニケーション環境の構築を契機として，これと同時に再構築された明治大学全学の総合情報ネットワーク環境の整備による産物，とりわけ，学外のインターネットとのマルチホーム接続・運用（SINETと商用プロバイダiijとの完全マルチホーム化）及び３キャンパス間を大容量の情報ネットワーク（20Mbitないし15Mbit）で連結する高度情報インフラ施設・設備を積極的に活用し，また，当研究所における諸研究の中でも特に現代的かつ実用的な研究成果と研究実績を示してきた法情報学研究，人工知能研究，知的情報処理研究に関する諸研究を総合し，さらに，他大学，企業内の専門研究者及び法曹実務家との高度情報ネットワーク・システムの相互結合による分散型の連携を前提とし，汎用的な社会科学系情報プラットフォームの構築並びにそのプラットフォーム構築のための新たな高度文字情報処理システム及び汎用トランザクション・システムの構築を見据えて，とりわけ国家的ないし国際的な緊急のニーズに応えるために急務となっている法学分野の情報の円滑かつ安定的な検索，収集，蓄積，編集，再利用システムの適用ができるようにするための次世代プラットフォーム・システムの調査・研究・構築を主眼とする「ソーシャル・ヒューマン・インフォメーション・プラットホーム・プロジェクト」を構想する。

　本研究を推進するための中心となる拠点施設は，まず，現在計画・申請中の総合的な共同研究室であり，インターネット及びテレビ電話会議等の応用であるネットワーク会議のための設備・施設を含む会議室，本研究における研究用ツール及び本研究の成果としての各種マルチメディア・コンテンツを含むコンテンツの作成用工房及びネットワークを介したリモートによる利用対応の電子ライブラリを備え，本申請にかかる社会科学系プラットフォームの本体を構成すると同時に分散型法情報データベースのメイン・サーバの設置場所であり，本申請にかかる施設予算により建築予定の共同研究室「ソーシャル・ヒューマン・インフォメーション・ラボ（仮称）」であり，本共同研究室をもって学術フロンティア推進拠点とする。
　共同研究プロジェクトにおける研究者の構成は，法学，政治学，情報学，情報科学の各分野からなり，多数の他大学，企業内の専門研究者及び法曹実務家の参加を得て，理論面だけではなく実務運用レベルでのノウハウも積極的に収集・評価・再構成・標準化し，その成果をシステムにインプリメントし，その成果を逐次インターネットを通じて広く公開し，社会的貢献度及び社会的実用性が高く，かつ，他の関連諸科学領域への応用性ないし拡張性を有するものとして，学際的共同研究体制を構築する。
　本共同研究プロジェクトの目標とするところは，以下のとおりである。
　インターネットの普及は，商用目的の経済的・実用的分野ないし娯楽分野における普及のみならず，法律分野を含む社会科学分野に対しても大きなインパクトを与えつつあることは周知のことである。とりわけ，インターネットをインフラストラクチャとする地球規模での法律情報の流通のための情報プラットフォームの構築が世界各国の政府機関，大学その他の学術研究団体において積極的に進められており，その成果も顕著に認められるところである。
　日本においては，従来，この分野における本格的かつ実用的な情報プラットフォームは存在しなかったが，日本においても，この分野における情報技術の応用に関する調査・研究が必要である。とりわけ日本が非英語圏に属し，非英語圏の人々の文字情報の重要性を十分に理解・認識できる立場にあることから，非英語圏おける文字情報処理を視野に入れた実用的で汎用性をもった情報プラットフォーム・システムの開発・構築を日本においても行うことは，国家的な急務となっている。また，日本が今後の世界に対して何を寄与すべきであるかを考えるにあたっても大きな意義のあることである。
　本共同研究プロジェクトにおいては，

　①　新情報スーパーハイウェイを基盤とする次世代インターネットの能力を最大限に活用し，明治大学に構築されている情報コミュニケーション環境と共同研究をする大学等のネットワーク環境とを有機的に結合した分散型の共同研究手法を構築・維持するための基本技術の評価
　②　コンテクストの維持を重視し，かつ，非英語圏の文字情報処理を重視しつつ，同時に，英語圏の文字情報処理とも互換性のある高度の汎用性を有する次世代文字情報処理技術の開発
　③　WWW上の連携を重視した分散型データベースであり，かつ，本共同研究の研究拠点であるソーシャル・ヒューマン・インフォメーション・ラボ内にバーチャル・システム全体を管理・統括する中枢としてのメイン・サーバ及びバックアップ・システムを持つ新世代データベース技術の調査・研究・開発，とりわけ，法情報データベースの開発
　④　これらを実現するための基盤となるバーチャル・システム，すなわち，汎用の情報結合用論理ソケットを有し，このソケットに個別の社会科学系データベースを結合することによって相互に交換可能な情報環境を持った複合的なデータベース環境を自動生成する機能を持ち，かつ，情報トランザクション・システムを介して，複数の異なる形式の文字情報を標準フォーマットの文字情報に自動的に変換し，その変換された文字情報をバーチャル・データベースから自動的にリンクされるようにインデックス・データベースを自動生成して，いわば，社会科学系の汎用情報活用環境を自動生成するための論理装置である情報プラットフォーム（ソーシャル・ヒューマン・インフォメーション・プラットフォーム）の開発
　⑤　これらの機能をユーザ・オリエンテッドな環境で平易かつ安全に利用可能とするための各種マルチメディア・コンテンツないしマルチメディア型各種ツールの開発
　⑥　以上により構築されたプラットフォームの運用，プラットフォーム上に結合された法情報データベースその他の社会科学系諸データベースの運用及びインターネットを介した一般公開
を主たるテーマに据えた上で，これらの研究テーマを高度情報ネットワーク・システムを介して有機的に結合することによって，標記共同プロジェクトの遂行を具現化しようとするものである。

２　共同研究機関等（共同研究の相手方）の概要

大阪大学法学部
　法情報学研究について実績を有し，大規模なデータベース構築のノウハウもあり，かつ，本共同研究を遂行する上で必要な施設・設備・研究者が揃っている。具体的な参加研究者数は，同大学法学部所属の研究者3名を予定。
鹿児島大学法文学部法政策学科
　非英語圏の法情報データベース制作の実績があり，本共同研究を遂行する上で必要な研究者が揃っている。具体的な参加研究者数は，１名を予定。
小樽商科大学
　欧州とりわけフランス語圏の法情報研究の実績があり，本共同研究を遂行する上で必要な研究者が揃っている。具体的な参加研究者数は，１名を予定。
サイバー法研究会
　サイバー法研究及び法情報研究の実績があり，リモートによる共同研究のノウハウを有し，本共同研究を遂行する上で必要な研究者が揃っている。具体的な参加研究者数は，５名程度を予定。
松下電器（予定）
　XMLを含む次世代文字情報処理技術研究，３次元画像処理技術研究，データベースの構築・管理技術研究の実績がある。具体的な参加研究者数は，１名を予定。
富士通（予定）
　XMLを含む次世代文字情報処理技術研究，３次元画像処理技術研究，データベースの構築・管理技術研究の実績がある。具体的な参加研究者数は，１名を予定。
日本ＩＢＭ
　XMLを含む次世代文字情報処理技術研究，３次元画像処理技術研究，データベースの構築・管理技術研究の実績がある。具体的な参加研究者数は，１名を予定。

３　共同研究に参加する主な研究者

新美育文（明治大学法学部）
阪井和男（明治大学法学部）
夏井高人（明治大学法学部）
石前禎幸（明治大学法学部・予定）
石川幹人（明治大学文学部）
和田　悟（明治大学政治経済学部）
指宿　信（鹿児島大学法文学部助教授・予定）
町村泰貴（小樽商科大学助教授）
田中規久雄（大阪大学法学部講師）

門　昇（大阪大学法学部講師）
養老真一（大阪大学法学部講師・予定）
小松　弘（弁護士）
ほか数名（予定）

４ 当該研究組織における科学研究費補助金の採択状況

新規プロジェクトのため申請実績なし

５　当該研究組織における文部省外の省庁等の受け入れ状況

新規プロジェクトのため申請実績なし

６　研究施設設備計画

研究施設の名称
ソーシャル・ヒューマン・インフォメーション・ラボ（仮称）
（建設予定地または所在地：東京都千代田区神田駿河台１－１　明治大学駿河台校舎内）

管理責任者
（職）？　　　（所属）管財部？　（氏名）？

工事の種類
(新築)・増築・改築・改造
研究施設整備面積
 　　　　　　 約70㎡

建物構造
SRC・RC・S・W？
使用研究者数
　　　　　　　　20名

契約予定期間
平成？年？月？日
事業計画額
　　　　　　1500万円

予定工事期間
平成11年9月1日（着工）～平成12年3月31日（竣工）

工事の進捗状況
(基本設計)・実施設計・確認申請
備　考
メイン・サーバ室とリモートによる会議開催可能な設備を有する会議室及びマルチメディア・コンテンツ作成用ラボラトリを総合した施設

７　研究費，研究支援スタッフ（ポスドク，リサーチ・アシスタント等）経費等の状況

区　　分
平成11年度
平成12年度
平成13年度
平成14年度
平成15年度
合　計

研　究　費
24,000千円
24,000千円
24,000千円
24,000千円
24,000千円
120,000千円

研究支援スタッフ費
 6,000千円
 6,000千円
 6,000千円
 6,000千円
 6,000千円
 30,000千円

合　　計
30,000千円
30,000千円
30,000千円
30,000千円
30,000千円
150,000千円

文部省以外の省庁等（特殊法人，地方公共団体を含む。）への当該共同研究プロジェクトの実施に必要な研究費等に係る補助金（委託金を含む。ただし私立大学等経常費補助金を除く。）の申請予定

なし。

８　研究装置整備計画

研究装置名
事業計画額
主な使用目的

ワークステーション(数量5；うち，1はメイン・サーバ用，1はバックアップ・サーバ用，3は共同研究大学用)
15,000千円
本共同研究の中核となるプラットフォーム・システム及びデータベース・システムの構築

パソコン（数量15；うち5は共同研究者用）
10,000千円
本共同研究におけるリモートでの研究及び研究施設内での作業用コンピュータ

電子会議用ディスプレイ装置等一式（数量1）
 5,000千円
本共同研究における電子会議及びプレゼンテーションに用いるディスプレイ装置及び附属部品，その他システム構築に必要な装置，ラック等

ソフトウェア一式（数量15）
 3,000千円
上記パソコンにインストールする研究用ソフトウェア

入出力装置一式 （数量1） 
 2,900千円
研究施設内での作業用入出力装置（CD-ROM等のドライブ装置等も含む。）　　　　

導入・設置工事費関係
 1,000千円
研究施設へのワークステーション，入出力装置等の設置，運行開始までの諸工事費用

OA用デスク・セット等（数量20）
 3,000千円
上記ワークステーション及びパソコン等の運用に必要な附属備品等

合　　計
39,900千円


共同研究プロジェクト調書
１　共同研究プロジェクトの研究の概要

○　研究分野
　情報学，情報科学，データベース
○　研究の背景となる研究領域の進展状況等
　今日，民主国家においては，その国における法情報を提供し，研究者のみならず広く国民が利用可能な法情報プラットフォームの整備が急務となっている。
　たとえば，アメリカ合衆国においては，ハーヴァード・ロー・スクールやコーネル大学の例に見られるように，実務指向の極めて充実した法情報プラットフォームや法情報データベースが存在し，各州の政府，大学その他の研究機関等でもローカルなレベルの法情報プラットフォームが続々と構築されてきている。また，アメリカ合衆国以外でも，ドイツのザールブリュッケン大学のサイトの例に見られるような大規模な法情報プラットフォームがインターネットを介して世界中からアクセス可能な環境下で形成されている。このような動きは，世界的なものであり，各国とも各種補助金等の提供を含め，このような法情報プラットフォームの構築を支援している。
　しかし，日本国においては，たとえば鹿児島大学指宿信の研究成果に見られるようなインターネット上の優れた研究成果もないわけではないが，基本的には個々の研究者レベルでの成果しか存在せず，諸外国と比較して，法情報分野でのネットワーク化の見劣りは著しい。法情報の自由な流通が自由貿易と民主主義の根幹にあることを考えると，日本におけるこのような状況は，早急に改善されなければならない。このことは，法情報だけではなく，社会科学の領域に属するその他の情報，たとえば，経済情報，政府活動情報，各種統計資料等の情報についても同様に妥当する。
　ところが，現在，本格的かつ実用的な法情報プラットフォームを含む社会科学系情報プラットフォームの技術的必要性・重要性について，十分な認識が得られているとは言えない。また，それを日本語を含む非英語圏諸国でも汎用性のあるものとして構築するためのノウハウは，未だ十分に蓄積されているということができない。しかも，この分野における研究者が日本国内の複数の大学や弁護士事務所等に分散して存在していることから，現実世界での共同研究を前提とする伝統的な方法論をそのまま踏襲したのでは，意味のある共同研究を実施することは不可能である。そこで，この分野における共同研究を実施するために，インターネットを介したネットワーク・ベースのバーチャルな共同研究を原則としつつ，必要に応じて，現実に会同し，または，テレビ電話システムやインターネット等によるバーチャル会議システムを積極的な活用した目的指向の柔軟な共同研究体制を採用することが適切であり，不可欠でもある。
　本共同研究は，これらの動向を踏まえ，今後の社会科学系情報ニーズの増大とりわけ法情報に対するニーズの増大に対応するための必要な諸技術的基盤を調査・研究して標準的な技術を確立するとともに，汎用のデータベース・ソケット群としての情報プラットフォームを構築し，その具体的なデータベース結合・実施例としての意味を持つ法情報プラットフォームを構築・運用し，さらに，社会科学領域の法情報以外の情報データベースも情報プラットフォーム上に結合して複合的なバーチャル・データベースを構築・運用し，これらをインターネットを介して一般に公開し，これらをもって，全体として，社会に対する研究成果の還元及び社会的貢献を期そうとするものである。
○　研究内容
①　情報ネットワーク・システムを基盤とする情報プラットフォーム・システムの一部を構成すると同時にその中枢としてシステム全体を管理・統括するメイン・サーバの設置場所であり，システムの構築・運用及び文字情報解析ツールその他の各種コンテンツの制作工房であり，かつ，現実空間での会議（バーチャル会議システムを含む。）の場所としても利用可能で，ライブラリ機能も併せ有する総合研究施設「ソーシャル・ヒューマン・インフォメーション・ラボ（仮称）」の建築
②　汎用で実用的な情報プラットフォームの研究・構築
③　SGMLやXMLの応用を含む社会科学系文字情報処理用の標準フォーマットの研究・提案
④　①及び②をベースとする応用研究；たとえば，法情報プラットフォーム（次世代法情報データベース），法的推論システムを組み込んだ知的法律自習システム，知的法律実務支援システムないしアシスタント・システムなど
⑤　ネットワーク・ベースでの社会科学系研究を支援するための各種ツール，ユーザ指向のマルチメディア環境下でシステムを利用可能にするための各種コンテンツ及びツールの開発・蓄積・公開
⑤　以上に付随する各種個別研究及び部分的共同研究
○共同研究の体制
　文字情報標準フォーマットの研究については，SGML及びXML以外のテキスト処理ツールや各種フォーマットの調査・研究・評価を含む。この部分の研究については，企業内研究者等とも積極的に連携する。
　法情報データベースについては，既存の法情報データベースの再構築及びデータ形式の変換を自動的に処理するシステムを開発した上で，バーチャル・ベースで結合し，全体として日本の法情報プラットフォームの中核部分を構成できるように，新たな技術的手段を開発する。同時に，法情報それ自体の構造解析も，これまでなされてきた研究成果を踏まえ，さらに深化させる。
　共同研究者の主な分担内容は次のとおりである。
①　阪井和男
　下記施設や予算執行関係のアドミニストレータとしての業務を遂行しつつ，和田悟と協力して，社会科学系でのSGMLないしXMLの標準フォーマットの研究を行う。
②　和田　悟
　次世代文字情報処理技術の開発。これまで蓄積されたコンテキストを重視する文字情報の解析手法を更に深め，社会科学系データベースへ応用する。
③　石川幹人
　文字情報解析システムと連動して異なるタイプの情報を関連付けるようなシステムの開発研究。企業内研究者との連絡調整等。
④　夏井高人
　本共同研究全体の連絡調整とプロジェクト全体の進行マネージメント，法情報プラットホームの研究・開発。弁護士を含む法律実務家との連絡調整。
○　期待される研究成果
　ネットワーク上の六法全書，判例集，条文注釈書その他法情報システムとしてのすべての機能を盛り込んだ総合的な法情報データベースを実用レベルのものとして提供し，一般の利用に供する。
　サーチエンジンだけではなく，各種ドキュメント処理ツール等を用いることによって自動的に当該文書の分類整理がなされ，データベースへの取り込みや他の文書フォーマットへの変換等も自動的になされるだけではなく，英語以外の自然言語系に適合した社会科学系ドキュメントの標準フォーマットを確立し，これを，インターネットを通じて，パブリック・ドメインのものとして世界に提供する。
　プラットフォームそれ自体及びプラットフォーム上に構築される法情報データベースは，共同研究実施中だけではなく研究終了後も運用を継続し，インターネットを介したフリー・アクセスを維持することとするが，そのことのみでも，今後，理論法学の分野だけではなく，法律実務に資するところも非常に大きく，具体的で分かりやすいかたちでの実社会への研究成果の還元を期待できる。
○　研究成果の公表計画
　５カ年の研究期間のうち，当初２年をプラットフォーム及び文字情報処理標準フォーマットの調査・研究にあてるが，残りの３年間は，この調査結果をもとに設計されたプラットフォームのプロトタイプ上に実験用アプリケーションとして分散型の法情報データベースを構築し，その運用をインターネットを通じて広く世界に公開し，一般ユーザないし公募モニターから意見を求めることによって，研究成果の公開と研究成果の評価とを同時に進行させる。その実施計画の詳細は，次項のとおりである。
　また，法とコンピュータ学会その他の関連学会，共同研究者の所属学会等の研究会及び学会誌上において研究成果を公表する。

２　年度別の具体的研究内容

平成11年度
ソーシャル・ヒューマン・インフォメーション・ラボの建設，施設整備
メイン・サーバ及びバックアップ・サーバの設置・運用開始
共同研究大学におけるワークステーションの設置・運用開始
共同研究者に対するパソコンの配布及びネットワーク接続
共同研究大学とのネットワークを介した連携実験
文字情報処理標準フォーマット確立のための調査・研究
法情報サーバの実態調査・評価
法情報データベースのデータ設計
研究成果に基づく各種研究会及び報告会を開催し，関連諸科学の研究者から意見聴取

平成12年度
バーチャル・ベースでの会議・研究設備の構築及び実施
研究成果のプレゼンテーション設備の整備・運用
バックアップ・サーバの運用開始
文字情報処理標準フォーマットの基本設計及び運用テスト
法情報サーバの構築及び法情報データベースの運用開始
法情報データの蓄積
研究成果に基づく各種研究会及び報告会を開催し，関連諸科学の研究者から意見聴取

平成13年度
実証実験（システムの増設を含む）
文字情報処理標準フォーマットの運用テスト及び再評価
文字情報処理のための各種ツールの開発（テキスト検索中心）
法情報データの蓄積（継続）
社会科学系の他のデータベースとの結合
研究成果に基づく国内シンポジウムを開催し，関連諸科学の研究者から意見聴取
一般モニタを含むモニタによるシステム全体の評価

平成14年度
実証実験（システムの増設を含む）
文字情報処理標準フォーマットの国際標準登録
文字情報処理のための各種ツールの開発（テキスト生成中心）
法情報データの蓄積（継続）
人文科学系の他のデータベースとの結合
研究成果に基づく国際シンポジウムを開催し，関連諸科学の研究者から意見聴取
一般モニタを含むモニタによるシステム全体の評価

平成15年度
システムの細部の修正・再検討（共同研究開始後に開発された新規技術の評価・導入を含む。）
最終的な取りまとめのための合同検討会開催
汎用パッケージとしてのシステム全体の再構成及び運用マニュアルの作成
汎用パッケージの公開，無償提供
研究成果の取りまとめと学術研究成果としての公表
共同研究終了後のソーシャル・ヒューマン・インフォメーション・プラットフォーム（法情報データベース，その他共同研究の過程で結合されたその他のデータベースを含む。）の運用移管
共同研究の精算業務

３　共同研究プロジェクトに参加する研究者の主な研究業績

所属・職
研究者名
発表年月日
発表論文名・著書名

法学部
教授
 阪井和男
1994/08/31

1994/11

1994/11

1995

1996/04/30

1996/10

1997/04/07

1997/12/05

1998/05/10

1998
"Fluctuation of Capillary Pulse as an Index for Driver's Internal States", 1994 Vehicle Navigation and Information Systems Conference Proceedings, pp. 11-14.

"Chaotic  Responses in a Self-Recurrent Fuzzy Inference with Nonlinear Rules", IEICE Trans. Fundamentals, Vol.E77-A, No.11, pp. 1736-1741.

「心身状態と脈波のゆらぎ」自動車研究16巻11号10-13頁
"Chaos Causes Perspective Reversals for Ambiguious Patterns", Advances in Intelligent Computing, Springer, pp. 463-472.

著書（共著）「知の技法のための人間・社会・コンピュータ」弘学出版社
「自動車運転時のドライバーの脈波のゆらぎ」自動車技術会論文集27巻4号89-93頁
著書（共著）「SASによるデータ解析の基礎（Windows版SAS準拠）」培風館
著書（共著）「Excelによるデータ解析の基礎」培風館
著書（共著：山下利之編）「インターネット、マルチメディアをよむ（技術、人、社会の諸相）」日本出版サービス 第7章「情報環境が促す組織の進化」133-164頁
"Assignment of quasi-Landau levels in magneto-oscillatory spectra in cuprous oxide to classical unstable trajectories of hydrogen type atoms", Physica B 246-247, pp. 416-420.

法学部
教授
夏井高人
1993/03/15

1997/09/05

1998/01/22

1998/02/20

1998/10/27
著書｢裁判実務とコンピュータ－法と技術の調和をめざして－｣
著書｢ネットワーク社会の文化と法｣
著書（共著：民事訴訟手続研究会編）「最新民事訴状・答弁書モデル文例集」
「ネットワーク関連訴訟事件の審理における問題点について」明治大学法律論叢70巻4号237頁
「法情報学の枠組み」明治大学情報科学センター年報第10号

（以上）
